
熱帯諸国における耐流動性舗装技術の体系化 

 

JICA 資金協力業務部 正会員  藤原 明＊    

JICA 資金協力業務部 正会員 〇古木 守靖＊＊  

㈱エイト日本技術開発 正会員  水野 聡士＊＊＊ 

 

1. はじめに 

 主に熱帯諸国で実施される政府開発援助（ODA）

道路事業では、日本と異なる自然・社会条件を原因

とし、流動わだち掘れ等特有の損傷が発生する。し

かし現地での調達事情や相手国の維持管理能力を考

慮すると、本邦道路技術をそのまま適用することは

難しい。また事業実施体制も、一般土木業者が材料

の調達から施工まで一貫して実施・管理し、コンサ

ルタントが施工監理する等国内とは大きく異なって

いる。このような背景から、国際協力機構（JICA）

は基礎研究「開発途上国おける道路舗装の耐流動性

向上に係る調査分析」を発注し、JICA 無償資金協力

の道路事業における調査・設計、施工管理/監理の在

り方を、ハンドブックとして取り纏めた。本紙では、

諸課題のうち特に熱帯諸国で問題となる流動わだち

掘れ対策として導入する耐流動性確保の手法を記す。 

2. 結果概要 

 相手国に設計基準があれば、内容を確認した上、

基本的にそれに従う。これは、それら基準が日本と

は異なる当該国の気象条件や交通条件を基に作成さ

れているためである。その上で、熱帯地域で耐流動

性を確保するためには、以下について留意する。 

(1) 調査・設計段階 

調査・設計の流れを図 1 に示す。各種条件調査を

実施し、路面設計と構造設計を行う。耐流動性の確

保は、主に路面設計で考慮することになり、ここで

は舗装設計便覧で提案されている式 1 を用いて推計

DS 値を算出する。 

𝐷𝑆 = 0.679 × (
𝑌×𝑇×𝑊×𝑉×𝐶𝑡

𝐷
)       (式 1) 

ここに、DS：動的安定度（回/mm）、D：許容わだち

掘れ量（mm）、Y：供用期間（日）、T：大型車交通量

（台/日）、W：輪荷重補正係数=5t 換算輪数/日大型車

交通量、V：走行速度補正係数、Ct：温度補正係数で

ある。 

出典元では、W は重車両の交通量により 1.0、2.0、

3.0 と 3 段階に区分されているが、これは現地で輪荷

重を実測することが難しいからと説明されている。
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図 1. 舗装設計の流れ 
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しかし JICA の無償道路事業では、原則として車種 

別交通量調査、軸重調査を実施することから、実

測値を用いて W を算出する。 

V については、途上国ではハンプやラウンドアバ

ウトが多数設置されており、また式 1 には勾配に対

する補正係数がないことから、低速重量車両の多い

これら区間では実測による速度から V を算出するこ

とが好ましいとしている。 

LogV = −3.022 𝑆2⁄ + 4.403 𝑆⁄ − 0.558    (式 2) 

ここに、S：車両走行速度（km/h）である。 

Ct の算出には、以下の式 3 を用いる。 

𝐿𝑜𝑔(𝐶𝑡) = 0.0003216𝑇2 + 0.01537𝑇 − 2.080 (式 3) 

ここに、T：舗装路面温度（℃）である。T は、舗装

設計便覧に示される式 4 を用いて算定する。 

𝑀𝑝 = 𝑀𝑎 [1 +
2.54

𝑧+10.16
] − [

25.4

9(𝑧+10.16)
] +

10

3
    (式 4) 

ここに、Mp：月平均舗装温度、Ma：月平均気温、z：

温度を推定する点の表層上面からの深さ（cm）であ

る。路面温度の設定方法には時間別気温を用いる方

法もあるが、日本や途上国の時間別気温と月平均気

温を用いて比較したところ、Ct の値に大きな差がな

いことが確認された。 

 式 1 を用いて推計 DS 値を算出するが、これは計算

値であるので、周辺の路面状態などの実態を調査し

最終的な目標値としての目標 DS 値を決定する。その

値が 1,500 以上であれば積算上は改質アスファルト

を、1,500 未満であればストレートアスファルトを採

用する。 

(2) 施工管理/監理段階 

 施工段階ではマーシャル試験の耐流動性確保手法

や骨材等材料の選定の他、ホイールトラッキング

（WT）試験を実施し、表層混合物の DS 値が目標

DS 値を満たすかどうかを確かめる。海外では配合設

計により耐流動性を確保する方法（例えばスーパー

ペーブ配合設計法）や日本と異なるハンブルグホイ

ールトラッキング（HWT）試験機により耐流動性を

確認する手法があり、一部アフリカ諸国でも普及し

ている。しかし、これら配合設計や試験と日本の WT

試験の互換性は限られた研究結果しかないため、現

時点では日本の WT 試験機を用いることとしている。 

またアスファルトプラント管理については、一般

土木業者は基本的に不慣れであるほか、海外では日

本で普及しているバッチ式プラントではなく連続式

プラントであることがほとんどである。そのため

JICA の無償道路事業では、一定期間アスファルトプ

ラント管理の専門家を派遣し、定期管理と日常管理

を徹底する。 

3. 耐流動化対策のまとめ 

熱帯諸国で実施される道路事業における耐流動性

確保のため、以下について留意することとしている。 

・対象国に調査・設計基準があれば、精査の上、基

本的にそれに従う。 

・調査・設計段階では、調査した各種自然・社会条

件から推計 DS 値を求め、改質材の利用判断や施工

時の目標値とする。 

・施工管理/監理段階では、目標 DS 値の大小に依ら

ず、原則日本の WT 試験機を用いて DS 値を確認

する。 

・アスファルトプラント管理のため、プラント管理

の専門家を派遣し、定期管理と日常管理を徹底す

る。 

 これらの手順は国内とは異なる個所もあるが、海

外の自然・社会条件のもとで、安定して耐流動性を

確保するために舗装技術を体系化したものである。 

4. おわりに 

 今般、熱帯地域での耐流動性確保について体系化

を図ったが、いくつかの課題も残っている。必要 DS

値の推計式の根拠は日本の観測結果であり、熱帯諸

国での適用の留意点である。また各国が適用を始め

ている HWT 試験や SGC 試験の知見を深め、日本の

WT 試験との互換性も確認する必要がある。今後、

JICA が実施する無償道路事業では、本内容を適用し

たデータを収集・分析し、更なる改善を進める予定

である。 
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